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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 71,053 13.0 9,140 24.3 8,911 18.1 5,434 19.5
22年3月期 62,895 0.7 7,353 25.1 7,543 27.0 4,548 29.9

（注）包括利益 23年3月期 4,860百万円 （4.2％） 22年3月期 4,664百万円 （106.8％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 381.41 ― 10.1 12.5 12.9
22年3月期 319.04 ― 9.1 11.5 11.7

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 74,294 56,021 75.4 3,946.20
22年3月期 68,271 51,896 76.0 3,640.80

（参考） 自己資本   23年3月期  56,021百万円 22年3月期  51,896百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 5,703 △4,282 △733 22,731
22年3月期 6,935 956 △706 22,387

2.  配当の状況 

（注）平成23年３月期 期末配当金の内訳 普通配当 20円00銭 特別配当 30円00銭 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 40.00 40.00 570 12.5 1.1
23年3月期 ― 0.00 ― 50.00 50.00 709 13.1 1.3
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 50.00 50.00 12.1

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 35,600 8.3 4,250 3.0 4,350 12.3 2,670 11.1 188.08
通期 77,000 8.4 9,300 1.8 9,500 6.6 5,850 7.6 412.08



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、添付資料17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 15,673,885 株 22年3月期 15,673,885 株
② 期末自己株式数 23年3月期 1,477,697 株 22年3月期 1,419,846 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 14,248,408 株 22年3月期 14,255,431 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 64,077 13.6 8,480 25.3 8,180 19.2 4,891 22.3
22年3月期 56,386 3.2 6,770 26.0 6,861 27.6 3,997 27.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 343.28 ―
22年3月期 280.44 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 70,110 53,460 76.3 3,765.87
22年3月期 64,293 49,307 76.7 3,459.19

（参考） 自己資本 23年3月期  53,460百万円 22年3月期  49,307百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は、２ページ「１．経営成績（1）経営成績に関する分析（次期の見通
し）」をご覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 32,200 6.5 4,100 12.0 2,450 10.0 172.58
通期 68,000 6.1 8,700 6.4 5,200 6.3 366.30
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(1）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、各種景気対策効果や海外における景気改善傾向を背景に、緩やかな回復基

調で推移してきましたが、デフレ状態は依然続いており、円高の進行や厳しい雇用情勢等の影響から、景気の先行き

は不透明な状況となっております。 

建築塗料業界におきましては、低調な公共投資に加え、民間住宅・建築全般投資も持ち直しの動きが見られるもの

の、依然として低水準にあり、厳しい経営環境が継続しています。  

一方、当社グループが事業展開を行っておりますアジア経済は、中国を始めとする新興諸国において消費者物価の

高騰等の中にも、概ね拡大調に推移しております。  

 このような状況下、当社グループは、引き続き、リニューアル市場において、特許のセラミック複合技術を用いた

超低汚染を中心に、耐久性が高いシリコンやふっ素塗料タイプの製品が伸張した他、省エネタイプの遮熱塗料を始

め、外装用の高意匠性塗料や鉄部塗料、塗床材が新しい分野を広げています。また、建物の安全性への要求が高まる

中、耐火被覆・断熱材の分野では、オリジナルの発泡性耐火塗料や無機断熱材等を積極的にＰＲしてまいりました。

この結果、当連結会計年度の業績といたしましては、売上高は主力の建築仕上塗材分野が伸長し、710億53百万円

（前連結会計年度比13.0％増）となりました。損益面では、人員増強による人件費の増加や為替差損の計上等マイナ

ス要因がありましたが、技術革新による高付加価値製品の販売増強や内製化効果等により、営業利益は、91億40百万

円（同24.3％増）、経常利益は、89億11百万円（同18.1％増）、当期純利益は、54億34百万円（同19.5％増）となり

ました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①建築仕上塗材事業 

  建築仕上塗材事業におきましては、主に国内リニューアル市場における売上が好調に推移したことにより、売上

高は653億80百万円、セグメント利益は107億24百万円となりました。 

②耐火断熱材事業 

  耐火断熱材事業におきましては、公共・建築全般投資は一部の持ち直しが見られたため、売上高は34億28百万

円、セグメント利益は３億円となりました。 

③その他の事業 

 その他の事業におきましては、売上高は22億43百万円、セグメント利益は１億26百万円となりました。 

  

（次期の見通し） 

 今後の見通しにつきまして、海外では資源国や新興国を中心に需要の拡大が期待されるものの、国内では東日本大

震災が経済活動等に甚大な影響を及ぼすことが見込まれ、今後の市場、業績に対する影響は不透明で予断を許さない

状況にあります。 

 建築塗料業界におきましても、公共投資や住宅建設投資の持ち直しは不透明であり、原材料価格の上昇も予測さ

れ、引き続き市場環境は厳しいものと考えられます。  

 このような状況の下、当社グループといたしましては、一層の社内組織体制の充実を図り、より一段と国内外の新

市場の開発に尽力し、経営施策に重点的に取り組むことにより業績の拡大に努めてまいります。   

 通期の業績につきましては、国内外での一層の積極的な販売拡大、新技術・新製品開発及びコストダウン促進等中

長期的な経営戦略で述べます諸施策の展開により、連結売上高は770億円（前連結会計年度比8.4％増）、営業利益は

93億円（同1.8％増）、経常利益は95億円（同6.6％増）、当期純利益は58億50百万円（同7.6％増）を見込んでおり

ます。  

(2）財政状態に関する分析 

（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析） 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ60億22百万円増加し、742億94百万円（前連結会計年度

比8.8％増）となりました。 

増加した主なものは、現金及び預金28億56百万円（同9.2％増）、受取手形及び売掛金16億96百万円（同9.7％

増）、原材料及び貯蔵品６億91百万円（同36.4％増）及び建設仮勘定５億73百万円（同828.2％増）でありま

す。 

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ18億97百万円増加し182億73百万円（同11.6％増）となりまし

た。 

増加した主なものは、支払手形及び買掛金10億72百万円（同21.3％増）であります。 

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ41億24百万円増加し、560億21百万円（同7.9％増）となり自己

資本比率は75.4％となりました。 

増加した主なものは、当期純利益を54億34百万円（同19.5％増）計上したことであります。 

  

１．経営成績



② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金等価物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ３億43百

万円増加（前連結会計年度比1.5％増）し227億31百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

 (a）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動により得られた資金は、57億３百万円（同17.8％減）となりました。 

これは主に税金等調整前当期純利益89億７百万円（同18.1％増）、仕入債務の増加額11億96百万円（同

168.4％増）、売上債権の増加額17億93百万円（前連結会計年度は31百万円の減少額）、法人税等の支払額33

億75百万円（同31.3％増）によるものであります。 

 (b）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、42億82百万円（前連結会計年度は９億56百万円の取得）となりました。 

これは主に定期預金の払戻による収入114億44百万円（同2.2％増）、定期預金の預入による支出142億円（同

37.8％増）、固定資産の取得による支出14億11百万円（同392.3％増）よるものであります。 

 (c）財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は、７億33百万円（同4.0％増）となりました。 

これは主に配当金の支払額５億69百万円（同0.2％減）によるものであります。 

  

（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象としており

ます。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主に対する利益還元が経営における重要課題の一つであることを常に認識するとともに、将来に備え財

務体質と経営基盤の強化を図ることにより、安定的な配当水準を維持することを配当政策の基本といたしておりま

す。  

 当期の配当につきましては上記の方針に基づき、平成23年３月期における業績が好調であったことから、株主の皆

様のご支援に応えるため、直近の配当予想より特別配当10円増配の１株当たり50円（普通配当20円、特別配当30円）

の配当を実施することに決定いたしました。 

 内部留保金につきましては、企業価値の更なる増大を図るべく、財務体質を強化するとともに、新たな研究・技術

開発、設備投資、海外展開等将来の成長につながる戦略投資に役立ててまいります。  

 なお、次期（平成24年３月期）の配当予想につきましては、１株当たり年間配当金50円を予定しております。 

  

  平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率（％）  77.3  76.6  76.0  75.4

時価ベースの自己資本比率（％）  71.9  39.9  51.4  55.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  0.9  0.5  0.4  0.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  151.9  319.0  715.6  307.3



(4）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、財政状態及びキャッシュ・フロー等の業績に影響を与える可能性のあるリスクには以下

のようなものがあります。  

 当社グループにおいては、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に最

大限の努力を行ってまいります。しかし、予想を超える事態が生じた場合には、当社グループの業績に重大な影響を

与える可能性があります。  

 下記事項には、将来に関する事項が含まれますが、当該事項は当連結会計年度末現在において当社グループが判断

したものであり、当社グループに関する全てのリスクを網羅したものではありません。 

  

① 当社グループは、建築塗料業界に属しておりますが、公共投資、民間設備投資及び住宅投資の動向が経営に少な

からず影響を与える可能性があります。 

② 当社グループは、数多くの特許技術を用いた製品やオリジナル製品で差別化を図っておりますが、汎用製品にお

きましては価格競争が厳しく、その対応によりましては業績に大きな影響を与える可能性があります。 

③ 当社グループは、各種の品質管理基準に従って製品を製造しております。しかし、全ての製品について将来に亘

って欠陥が発生しないという保証はありません。また、製造物責任賠償については保険に加入しておりますが、

賠償額を充分カバーできるとは限りません。大規模な製品の欠陥が発生した場合は業績に大きな影響を与える可

能性があります。 

④ 当社グループは、中国をはじめとしてアジアに進出しておりますが、進出先において、予期しない法律または規

制の変更、不利な政治または経済要因、テロ・戦争その他の要因による社会的混乱等の発生により業績に大きな

影響を与える可能性があります。 

⑤ 当連結会計期間における当社グループの海外売上高の割合は連結売上高の13.4％を占めており、為替変動の影響

を受けています。為替予約等対策も講じておりますが、これにより当該リスクを回避できる保証はなく、為替が

大きく変動した場合には業績に大きな影響を与える可能性があります。 

⑥ 当社グループは、生産活動の中断により生じる損害を最小限に抑えるため、製造設備に対し定期的な防災点検及

び設備保守、また、安全のための設備投資等を行っています。しかしながら、突発的に発生する災害や天災、不

慮の事故等の影響で製造設備等が損害を被った場合には業績に大きな影響を与える可能性があります。 

  



 当連結会計年度において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。 

 
   

２．企業集団の状況



(1）経営の基本方針 

 当社グループは、「環境」「安心」「安全」「省エネ」の四つの新たなテーマを柱に、総合建築塗材・新型化学建

材の分野を拡大しながら、常にこれらのテーマの実現に努めることが使命であると考えております。  

 また、全ての面において信頼と誠実の仕事の展開を第一に、あらゆるサービスを一層充実させ、「多くの顧客に利

益と喜びを与え、社会に貢献することを最大の使命」とする経営理念や社是・社訓を活かした事業活動を進めており

ます。そして、更なる社内組織体制の充実と国内外の拠点の拡大を図り、オンリーワン・ナンバーワン企業としての

一大躍進を目指し、グローバルな総合化学塗材・建材メーカーとして、今後ますますハイレベルの技術開発力で、日

本とメガロアジアの国々の建築文化の創造に貢献し、大きく国内外に躍進してまいります。  

(2）目標とする経営指標 

 目標とする経営指標につきましては、株主資本利益率を重要な指標と捉えており、その目標数値として中長期的に

８％を上回る状態を維持することを目標といたします。 

(3）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

当社グループは、一層の社内組織体制の充実を図り、より一段と国内外の新市場の開発に尽力し、以下の経営施

策に重点的に取り組むことにより業績の拡大に努めてまいります。 

 ①経営の監督・監視機能の強化と迅速性、透明性の向上を図るため、内部統制システムを整備することによりリ

スク管理体制を充実させてまいります。 

 ②日本国内市場で一層の販売拡大とシェアアップを図るため、事業所の増設と徹底した開発活動により、建築仕

上塗材をはじめとする関連製品の受注増大の他、戸建て住宅やビル、マンションの新築需要並びに膨大な建築

ストックを有する塗り替え需要、更には、耐火、断熱を中心とした防災関連製品受注の増加等に注力し、国内

市場の開拓を促進してまいります。 

 ③海外市場での販売拡大を図るため、シンガポール、マレーシア、タイ、中国、香港、韓国における当社海外事

業所及び在外子会社の販売、製造、技術部門の充実を図り、海外市場の拡大を推進してまいります。特に中国

におきましては各地に一層の販売網を築いてまいります。  

  またSKK CHEMICAL(THAILAND)CO.,LTD.におきましては新工場が完成いたしました。SIKOKUKAKEN(LANGFANG)

CO.,LTD.における新工場は、決算日現在概ね完成しております。今後の業績向上に寄与させてまいります。 

 ④新技術・新製品開発とコストダウンの促進のため、基礎研究・技術部門を強化することにより、新技術の研究

開発を推し進め、市場のニーズを先取りした環境・機能性重視の新製品を開発し、また、製造原価率の低減に

取り組んでまいります。 

 ⑤社内外に向けてインターネットを利用した情報システムを充実させ、活用することにより、顧客のサービスの

向上と業務の効率化とに努めてまいります。事務管理の分野では販売管理並びに生産管理システムを充実さ

せ、一層効率化を図ってまいります。また、今期、営業活動の効率化を図るため工事現場管理システムを導入

いたしました。 

(4）内部管理体制の整備・運用状況方針 

 有価証券上場規程第８条の３及び適時開示規則第10条第３項に規定するコーポレート・ガバナンスに関する報告書

の「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」において記載しております。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 31,015 33,872

受取手形及び売掛金 17,414 19,111

商品及び製品 1,525 1,531

仕掛品 647 691

未成工事支出金 153 85

原材料及び貯蔵品 1,901 2,593

繰延税金資産 835 913

その他 348 276

貸倒引当金 △99 △70

流動資産合計 53,743 59,004

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,683 7,763

減価償却累計額 △4,393 △4,576

建物及び構築物（純額） 3,289 3,186

機械装置及び運搬具 4,699 4,768

減価償却累計額 △4,108 △4,227

機械装置及び運搬具（純額） 590 540

土地 7,909 8,174

建設仮勘定 69 643

その他 963 926

減価償却累計額 △864 △842

その他（純額） 98 83

有形固定資産合計 11,957 12,627

無形固定資産 604 551

投資その他の資産   

投資有価証券 14 9

繰延税金資産 485 512

その他 1,646 1,724

貸倒引当金 △179 △136

投資その他の資産合計 1,966 2,110

固定資産合計 14,528 15,289

資産合計 68,271 74,294



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,040 6,112

短期借入金 2,050 2,050

未払金 － 3,738

未払法人税等 1,838 2,115

繰延税金負債 16 14

賞与引当金 1,285 1,411

役員賞与引当金 60 76

製品保証引当金 82 77

債務保証損失引当金 100 100

その他 4,172 775

流動負債合計 14,645 16,472

固定負債   

退職給付引当金 212 194

役員退職慰労引当金 919 945

その他 597 660

固定負債合計 1,729 1,801

負債合計 16,375 18,273

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,662 2,662

資本剰余金 3,137 3,137

利益剰余金 51,036 55,900

自己株式 △3,959 △4,124

株主資本合計 52,875 57,575

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1 △0

為替換算調整勘定 △981 △1,553

その他の包括利益累計額合計 △979 △1,554

純資産合計 51,896 56,021

負債純資産合計 68,271 74,294



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 62,895 71,053

売上原価 ※  43,719 ※  49,090

売上総利益 19,175 21,963

販売費及び一般管理費   

運賃 1,752 1,834

給料及び手当 3,703 3,929

賞与引当金繰入額 852 955

役員賞与引当金繰入額 60 76

退職給付費用 154 162

役員退職慰労引当金繰入額 25 26

減価償却費 120 123

製品保証引当金繰入額 9 23

その他 5,143 5,690

販売費及び一般管理費合計 ※  11,822 ※  12,823

営業利益 7,353 9,140

営業外収益   

受取利息 79 64

受取配当金 0 0

仕入割引 75 86

雑収入 99 108

営業外収益合計 254 259

営業外費用   

支払利息 16 14

売上割引 11 7

為替差損 31 342

雑損失 4 123

営業外費用合計 63 488

経常利益 7,543 8,911

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3

特別損失合計 － 3

税金等調整前当期純利益 7,543 8,907

法人税、住民税及び事業税 3,104 3,577

法人税等調整額 △108 △104

法人税等合計 2,995 3,472

少数株主損益調整前当期純利益 － 5,434

当期純利益 4,548 5,434



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 5,434

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △2

為替換算調整勘定 － △571

その他の包括利益合計 － ※2  △574

包括利益 － ※1  4,860

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 4,860

少数株主に係る包括利益 － －



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,662 2,662

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,662 2,662

資本剰余金   

前期末残高 3,137 3,137

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,137 3,137

利益剰余金   

前期末残高 47,058 51,036

当期変動額   

剰余金の配当 △570 △570

当期純利益 4,548 5,434

当期変動額合計 3,977 4,864

当期末残高 51,036 55,900

自己株式   

前期末残高 △3,954 △3,959

当期変動額   

自己株式の取得 △5 △165

当期変動額合計 △5 △165

当期末残高 △3,959 △4,124

株主資本合計   

前期末残高 48,903 52,875

当期変動額   

剰余金の配当 △570 △570

当期純利益 4,548 5,434

自己株式の取得 △5 △165

当期変動額合計 3,972 4,699

当期末残高 52,875 57,575



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 6 1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4 △2

当期変動額合計 △4 △2

当期末残高 1 △0

為替換算調整勘定   

前期末残高 △1,102 △981

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 120 △571

当期変動額合計 120 △571

当期末残高 △981 △1,553

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △1,095 △979

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 116 △574

当期変動額合計 116 △574

当期末残高 △979 △1,554

純資産合計   

前期末残高 47,807 51,896

当期変動額   

剰余金の配当 △570 △570

当期純利益 4,548 5,434

自己株式の取得 △5 △165

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 116 △574

当期変動額合計 4,088 4,124

当期末残高 51,896 56,021



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 7,543 8,907

減価償却費 593 539

賞与引当金の増減額（△は減少） 215 126

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 5 16

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9 △17

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 25 26

貸倒引当金の増減額（△は減少） △16 △59

製品保証引当金の増減額（△は減少） △9 △4

受取利息及び受取配当金 △79 △64

支払利息 16 14

為替差損益（△は益） 12 310

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） － 0

固定資産除売却損益（△は益） △3 3

売上債権の増減額（△は増加） 31 △1,793

たな卸資産の増減額（△は増加） 252 △759

仕入債務の増減額（△は減少） 445 1,196

その他 361 606

小計 9,404 9,049

利息及び配当金の受取額 111 49

利息の支払額 △9 △18

法人税等の支払額 △2,571 △3,375

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,935 5,703

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △10,304 △14,200

定期預金の払戻による収入 11,198 11,444

有価証券の償還による収入 302 －

固定資産の取得による支出 △286 △1,411

固定資産の売却による収入 8 0

投資その他の資産の取得等による支出 △68 △184

投資その他の資産の売却等による収入 106 69

投資活動によるキャッシュ・フロー 956 △4,282

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 2,050 3,056

短期借入金の返済による支出 △2,180 △3,056

自己株式の取得による支出 △5 △164

配当金の支払額 △570 △569

財務活動によるキャッシュ・フロー △706 △733

現金及び現金同等物に係る換算差額 4 △342

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,190 343

現金及び現金同等物の期首残高 15,197 22,387

現金及び現金同等物の期末残高 ※  22,387 ※  22,731



 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社数 12社 

 連結子会社名は「２．企業集団の状況」

に記載しているため省略しております。 

 SKK CHEMICAL(THAILAND)CO.,LTD.につい

ては、当連結会計年度において新たに設立

したため、連結の範囲に含めておりま

す。  

連結子会社数 13社 

 連結子会社名は「２．企業集団の状況」

に記載しているため省略しております。 

 当連結会計年度において、新たに１社設

立したため、連結の範囲に含めておりま

す。  

２．持分法の適用に関する事

項 

 子会社はすべて連結しており、また、関

連会社もないため、該当事項はありませ

ん。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、在外連結子会社の決

算日は12月31日となっております。 

 連結財務諸表の作成にあたっては各社の

決算日の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(a）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

を採用しております。（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定しておりま

す。） 

(a）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 総平均法による原価法を採用してお

ります。 

時価のないもの 

同左 

  (b）たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 

 主として総平均法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用してお

ります。 

(b）たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 

同左 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  未成工事支出金 

 個別法による原価法を採用しておりま

す。 

未成工事支出金 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(a）有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法（た

だし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）については

定額法）を採用し、在外連結子会社は定

額法を採用しております。 

 なお主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

 建物及び構築物    31～38年 

 機械装置及び運搬具  ８～９年 

(a）有形固定資産 

同左 

  (b）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

(b）無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

(a）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については主として貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(a）貸倒引当金 

同左 

  (b）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額のうち当連結会計年度に帰属す

る部分を計上しております。 

(b）賞与引当金 

同左 

  (c）役員賞与引当金 

 当社は役員賞与の支出に備えて、当連

結会計年度における支給見込額に基づき

計上しております。 

(c）役員賞与引当金 

同左 

  (d）製品保証引当金 

 製品のアフターサービスまたはクレー

ムに備えるため、過去の実績比率に基づ

き当連結会計年度の必要見込額を計上し

ております。 

(d）製品保証引当金 

同左 

  (e）債務保証損失引当金 

 債務保証に係る損失に備えるため、被

保証先の財政状態等を勘案し、必要見込

額を計上しております。 

(e）債務保証損失引当金 

同左 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  (f）退職給付引当金 

 当社及び一部の在外連結子会社は従業

員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

 数理計算上の差異は、５年による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理することとし

ております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一定の年数（５

年）による定額法により費用処理するこ

ととしております。  

(f）退職給付引当金 

 当社及び一部の在外連結子会社は従業

員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

 数理計算上の差異は、５年による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理することとし

ております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一定の年数（５

年）による定額法により費用処理するこ

ととしております。 

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号 平成20年７月31

日）を適用しております。 

 数理計算上の差異を翌連結会計年度か

ら償却するため、これによる営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益に

与える影響はありません。 

 また、本会計基準の適用に伴い発生す

る退職給付債務の差額の未処理残高は49

百万円であります。 

  

  (g）役員退職慰労引当金 

 当社は役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規による必要額を計上してお

ります。 

(g）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要な収益及び費用の

計上方法 

 当社は、工期３ヶ月超の工事に係る収

益の計上について、当連結会計年度末に

おける進捗部分について成果の確実性が

認められる工事は工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは施行面積等を基準とし

た技術進捗率）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しております。 

同左 

(5）その他の連結財務諸表

作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

───────  

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

─────── 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

―――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ０百万円、税

金等調整前当期純利益は４百万円減少しております。 

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 （連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました営業外収

益の「受取保険金」（当連結会計年度２百万円）は、営

業外収益の100分の10以下となったため、営業外収益の

「雑収入」に含めて表示することにしました。  

 （連結損益計算書） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 

内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期

純利益」の科目で表示しております。 

  

 （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表

示しておりました「未払金」は、当連結会計年度におい

て、資産総額の100分の５を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前連結会計年度末の「未払金」は3,286百万円で

あります。  

追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────   当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額

等合計」の金額を記載しております。 

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

 保証債務 

当社得意先の三井物産ケミカル㈱に対し、当社特約店

債権の回収不能について、 百万円の債務保証を行っ

ております。 

174

 保証債務 

当社得意先の三井物産ケミカル㈱に対し、当社特約店

債権の回収不能について、 百万円の債務保証を行っ

ております。 

164



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※ 研究開発費の総額 ※ 研究開発費の総額 

一般管理費及び売上原価に含まれ

る研究開発費 
    百万円796

一般管理費及び売上原価に含まれ

る研究開発費 
    百万円810

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 4,664百万円 

少数株主に係る包括利益 －  

 計  4,664  

その他有価証券評価差額金 △4百万円 

為替換算調整勘定 120  

 計  116  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                        

普通株式  15,673  －  －  15,673

合計  15,673  －  －  15,673

自己株式                        

普通株式（注）  1,417  2  －  1,419

合計  1,417  2  －  1,419

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  570  40 平成21年３月31日 平成21年6月29日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  570 利益剰余金  40 平成22年３月31日 平成22年６月30日



当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加57千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加55千株、単元未

満株式の買取りによる増加２千株であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストッ

ク・オプション等、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における

開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                        

普通株式  15,673  －  －  15,673

合計  15,673  －  －  15,673

自己株式                        

普通株式（注）  1,419  57  －  1,477

合計  1,419  57  －  1,477

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  570  40 平成22年３月31日 平成22年6月30日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  709 利益剰余金  50 平成23年３月31日 平成23年６月30日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成23年３月31日現在）

現金及び預金勘定       百万円31,015

預入期間が３か月を超える定期預金    百万円△8,627

現金及び現金同等物       百万円22,387

現金及び預金勘定       百万円33,872

預入期間が３か月を超える定期預金    百万円△11,140

現金及び現金同等物       百万円22,731

（開示の省略）



前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、製品の種類・性質・用途の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主要な製品 

３．前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,847百万円であり、その主なも

のは親会社の本社管理部門に係る費用等であります。 

４．前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は13,921百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金（預金及び有価証券）、長期投資資金、管理部門に係る資産等であります。 

  

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
建築仕上塗材
（百万円） 

耐火断熱材
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益             

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  57,615  3,197  2,082  62,895  －  62,895

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 19  －  6  26 (26)  －

計  57,634  3,197  2,089  62,921 (26)  62,895

営業費用  48,820  2,976  1,926  53,723  1,818  55,541

営業利益  8,814  220  162  9,197 (1,844)  7,353

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支

出 
            

資産  50,187  2,644  1,690  54,522  13,749  68,271

減価償却費  509  24  15  548  45  593

資本的支出  268  6  3  278  39  318

事業区分 主要製品

建築仕上塗材 有機無機水系塗材、合成樹脂塗料、無機質系塗料、無機質建材及び特殊仕上工事 

耐火断熱材 断熱材、耐火被覆材、耐火塗料及び耐火断熱工事

その他 各種化成品、洗浄剤等



前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．アジアに属する地域はシンガポール、マレーシア、香港、中国、タイ及び韓国であります。 

３．前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,847百万円であり、その主なも

のは親会社の本社管理部門に係る費用等であります。 

４．前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は13,921百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金（預金及び有価証券）、長期投資資金、管理部門に係る資産等であります。 

  

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．アジアに属する主な地域は東アジア、東南アジア及び中東諸国であります。 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

  売上高           

(1)外部顧客に対する売上高  54,827  8,067  62,895  －  62,895

(2)セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 1,559  392  1,952 (1,952)  －

計  56,386  8,460  64,847 (1,952)  62,895

営業費用  47,769  7,934  55,703 (162)  55,541

営業利益  8,617  525  9,143 (1,790)  7,353

Ⅱ．資産  63,193  9,950  73,144  △4,872  68,271

ｃ．海外売上高

  アジア 計 

海外売上高（百万円）  8,332  8,332

連結売上高（百万円）  －  62,895

連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  13.2  13.2



当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、「建築仕上塗材事業」及び「耐火断熱材事業」を中心に事業を展開しております。したがって、

製品・サービス別のセグメントから構成されており、「建築仕上塗材事業」及び「耐火断熱材事業」を報告

セグメントとしております。 

 「建築仕上材事業」は、有機無機水系塗材、合成樹脂塗料、無機質系塗料、無機質建材等を生産しており

ます。また、建造物の特殊仕上工事を行っております。「耐火断熱材事業」は、断熱材、耐火被覆材、耐火

塗料等を生産しております。また、耐火断熱工事を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

  

   （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、各種化成品、洗浄剤等

の事業を含んでおります。 

   ２．（１）セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用2,012百万円、セ

グメント間取引消去△１百万円であります。 

     （２）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。 

   ３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）

を適用しております。  

  

ｄ．セグメント情報

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

連結 
財務諸表 
計上額 
（注）３ 

建築仕上 
塗材  

耐火 
断熱材 

計 

売上高               

外部顧客への売上高  65,380  3,428  68,809  2,243  71,053  －  71,053

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 14  －  14  5  19  △19  －

計  65,395  3,428  68,824  2,249  71,073  △19  71,053

セグメント利益  10,724  300  11,025  126  11,151  △2,011  9,140

セグメント資産  54,614  2,661  57,276  1,752  59,028  15,265  74,294

その他の項目               

減価償却費  461  20  481  12  493  45  539

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

 1,146  6  1,152  3  1,156  236  1,392



 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円3,640.80

１株当たり当期純利益金額        円319.04

１株当たり純資産額 円3,946.20

１株当たり当期純利益金額        円381.41

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（百万円）  4,548  5,434

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  4,548  5,434

普通株式の期中平均株式数（千株）  14,255  14,248

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 26,032 29,900

受取手形 7,062 7,304

売掛金 9,309 10,715

商品及び製品 1,042 1,093

仕掛品 602 652

未成工事支出金 142 80

原材料及び貯蔵品 1,223 1,681

前払費用 145 103

繰延税金資産 853 921

その他 483 494

貸倒引当金 △185 △155

流動資産合計 46,713 52,793

固定資産   

有形固定資産   

建物 5,860 5,848

減価償却累計額 △3,343 △3,474

建物（純額） 2,517 2,374

構築物 802 807

減価償却累計額 △678 △700

構築物（純額） 123 107

機械及び装置 3,855 3,898

減価償却累計額 △3,400 △3,531

機械及び装置（純額） 454 366

車両運搬具 118 120

減価償却累計額 △108 △114

車両運搬具（純額） 10 5

工具、器具及び備品 848 824

減価償却累計額 △785 △770

工具、器具及び備品（純額） 63 54

土地 7,500 7,653

建設仮勘定 57 56

有形固定資産合計 10,727 10,617

無形固定資産   

ソフトウエア 91 83

その他 14 14

無形固定資産合計 106 98



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 14 9

関係会社株式 3,816 3,907

出資金 0 0

関係会社長期貸付金 922 436

破産更生債権等 128 92

長期前払費用 170 235

差入保証金 716 773

保険積立金 415 435

繰延税金資産 740 827

その他 0 0

貸倒引当金 △97 △116

投資損失引当金 △81 －

投資その他の資産合計 6,746 6,601

固定資産合計 17,580 17,317

資産合計 64,293 70,110

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,076 1,236

買掛金 3,420 4,136

短期借入金 2,050 2,050

未払金 2,687 3,110

未払費用 392 448

未払法人税等 1,813 2,051

未払消費税等 297 162

預り金 29 29

賞与引当金 1,269 1,393

役員賞与引当金 60 76

製品保証引当金 58 51

債務保証損失引当金 100 100

その他 6 4

流動負債合計 13,260 14,850

固定負債   

預り保証金 597 660

退職給付引当金 208 192

役員退職慰労引当金 919 945

固定負債合計 1,725 1,799

負債合計 14,986 16,649



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,662 2,662

資本剰余金   

資本準備金 3,137 3,137

資本剰余金合計 3,137 3,137

利益剰余金   

利益準備金 455 455

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 37 34

別途積立金 42,350 45,750

繰越利益剰余金 4,623 5,547

利益剰余金合計 47,466 51,787

自己株式 △3,959 △4,124

株主資本合計 49,305 53,461

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1 △0

評価・換算差額等合計 1 △0

純資産合計 49,307 53,460

負債純資産合計 64,293 70,110



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

製品売上高 35,919 39,899

商品売上高 659 980

工事売上高 19,807 23,197

売上高合計 56,386 64,077

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 1,026 1,040

当期製品製造原価 22,055 24,075

合計 23,082 25,115

製品期末たな卸高 1,040 1,091

製品売上原価 22,041 24,024

商品売上原価   

商品期首たな卸高 0 1

当期商品仕入高 590 885

合計 590 886

商品期末たな卸高 1 2

商品売上原価 589 884

工事売上原価 16,717 19,576

売上原価合計 39,348 44,485

売上総利益 17,038 19,591

販売費及び一般管理費   

運賃 1,567 1,670

広告宣伝費 571 661

法定福利費 － 629

給料及び手当 3,299 3,502

賞与引当金繰入額 839 939

役員賞与引当金繰入額 60 76

退職給付費用 152 159

役員退職慰労引当金繰入額 25 26

減価償却費 79 80

貸倒引当金繰入額 14 19

製品保証引当金繰入額 0 5

賃借料 687 694

研究費 717 731

その他 2,252 1,914

販売費及び一般管理費合計 10,268 11,111

営業利益 6,770 8,480



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 61 50

有価証券利息 5 －

受取配当金 0 0

仕入割引 75 86

受取ロイヤリティー 42 43

雑収入 80 72

営業外収益合計 266 252

営業外費用   

支払利息 15 12

売上割引 11 7

為替差損 63 362

投資損失引当金繰入額 81 －

投資有価証券評価損 － 0

関係会社株式評価損 － 103

雑損失 3 65

営業外費用合計 175 553

経常利益 6,861 8,180

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1

特別損失合計 － 1

税引前当期純利益 6,861 8,178

法人税、住民税及び事業税 3,006 3,441

法人税等調整額 △142 △154

法人税等合計 2,863 3,287

当期純利益 3,997 4,891



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,662 2,662

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,662 2,662

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 3,137 3,137

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,137 3,137

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 455 455

当期末残高 455 455

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 40 37

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △2 △2

当期変動額合計 △2 △2

当期末残高 37 34

別途積立金   

前期末残高 39,750 42,350

当期変動額   

別途積立金の積立 2,600 3,400

当期変動額合計 2,600 3,400

当期末残高 42,350 45,750

繰越利益剰余金   

前期末残高 3,793 4,623

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 2 2

別途積立金の積立 △2,600 △3,400

剰余金の配当 △570 △570

当期純利益 3,997 4,891

当期変動額合計 830 923

当期末残高 4,623 5,547



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △3,954 △3,959

当期変動額   

自己株式の取得 △5 △165

当期変動額合計 △5 △165

当期末残高 △3,959 △4,124

株主資本合計   

前期末残高 45,883 49,305

当期変動額   

剰余金の配当 △570 △570

当期純利益 3,997 4,891

自己株式の取得 △5 △165

当期変動額合計 3,421 4,156

当期末残高 49,305 53,461

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 6 1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4 △2

当期変動額合計 △4 △2

当期末残高 1 △0

評価・換算差額等合計   

前期末残高 6 1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4 △2

当期変動額合計 △4 △2

当期末残高 1 △0

純資産合計   

前期末残高 45,890 49,307

当期変動額   

剰余金の配当 △570 △570

当期純利益 3,997 4,891

自己株式の取得 △5 △165

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4 △2

当期変動額合計 3,417 4,153

当期末残高 49,307 53,460



（1）役員の異動（平成23年６月29日予定） 

・退任予定監査役 

 監査役（非常勤） 辻村 孝太朗 

  

（2）その他 

該当事項はありません。   

６．その他
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